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1．はじめに 

 建設業における建設材料の与える環境負荷は非

常に大きい。特にセメントは社会資本整備関連の

CO₂排出量のうちの 30％、鉄鋼製品は 12％と大き

な割合を占める[1]。現在環境負荷を考える上で直

接的な影響を与えている建設材料の消費量、CO2

排出量といった技術的な部分はすでに考えられて

いる。しかし他にも影響を与えている要因は様々

なものがあると予想される。今回は建設材料の環

境負荷を考える上で直接的な影響を与えている要

因だけでなく人口、GDP といった社会、経済的要

因の与える影響を考える。そうすることで実際に

環境負荷に大きな影響を与えているのは要因を明

らかにすることを目的とする。 

 

2. Ehrlich Identity 

環境負荷を評価する指標として 

𝐼=P𝐴1𝐴2𝐴3T 

を用いる[2]。 

この恒等式は社会的、経済的要因を建設材料が与

える環境負荷を評価する際に組み込み与える影響

を考慮することができる恒等式である。 

今回はこの恒等式に以下のような要素を代入する。  

I：Ic セメントの CO2 排出量 

：Is 鉄鋼の CO2 排出量 

P：人口 

A1：GDP/P 一人当たりの経済力 

A2：CI/GDP GDP 当たりの建設投資割合 

A3: CC/CI 建設投資当たりのセメント消費量  

  : SC/CI  建設投資当たりのセメント消費量  

T：CEc セメント 1t 当たりの平均 CO2 排出量  

  : CEs  鉄鋼 1t 当たりの平均 CO2 排出量 

GDP：国内総生産 

CI：建設投資額 

CC：:セメント消費量 

SC：:建設分野における鉄鋼消費量  

CEc：セメント 1t 当たりの平均 CO2 排出量 

CEs：鉄鋼（普通鋼）1t 当たりの平均 CO2 排出量 

CEs は 1995 年から 2003 年のデータが得られなか

ったため 2004 年から 2015 年の平均値を使用する。 

CEc は各セメントの全消費量に対する消費量の割

合を、各セメントの 1ｔあたりの CO₂排出量をか

け、合計したものを用いる。 

 

3. 使用するデータと分析方法 

本稿で使用するデータは以下のデータである。P

は総務省統計局統計データ、GDP は内閣府、統計

データより、CEc は国土交通省都道府県別建設投

資の推移より、CC,FC（フライアッシュセメント

の消費量） ,SlC（スラグセメントの消費量）はセ

メント協会、統計データベースより、セメントの

各 CO2 排出量は土木学会発行のコンクリート構造

物の環境性能照査指針、SC は経済産業省、鉄鋼の

CO2 排出量は日本鉄鋼協会より取得している。 

分析では 1995-2015 年間日本における各要素の

絶対値、変化率、1995 年度比を計算し、Rstudio を

用いて I と他の要素との Pearson の相関関係を求め

ている。 

 

4. 分析結果と考察 

4.1 時系列に基づく分析  

図 1 は 1995 年比の各年数との変化率を示す。セ

メントの環境負荷は年々減少していき 2015 年には

1995 年の約半分になっている。人口、GDP/人口、

CEc、はほぼ横ばいで 20 年間における変化はほと

んどない。CC/CI は 2011 年より徐々に減少し 20％

ほど減少している。CI/GDP は環境負荷と類似した

推移で 20 年間で約半分減少した。次に鉄鋼の環境

負荷は 2003 年 2007 年に増加を示しているものの

最終的には減少し 20 年間で約半分になっている。

人口、GDP/人口、CI/GDP はセメントと同様であ

る。SC/CI の値が 1995-2010 年間では増加して 
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図 1 各要因の時系列変化 

 

 

図 2 Pearson の相関関係に基づく分析 

おり、中でも 2003、2007 年での増加が非常に大

きいがここ数年は減少し 2015 年には 1995 年度比

では 20％の減少となっている。 

4.2 Pearson の相関関係に基づく分析  

図 2 はセメントの 1995 年比において環境負荷に

対して他の要因の Pearson の相関関係を 20 年間と、 

5 年間スパンで表したものである。セメントに

おける環境負荷と人口の関係はどの区間でも負の

相関を示している。しかし変化率は 1.2％と非常に

小さいために大きな影響は与えていない。このよ

うに負の相関になってしまった原因と考えられる

のは環境負荷は年々減少しているにもかかわらず、

人口は微増の状態で横ばいだったからだと考えら

れる。CI/GDP はどの期間も非常に大きな正の影響

を与えている。鉄鋼における環境負荷と SC/CI の

関係はどの期間でもある程度正の影響を与えてい

るのがわかる。興味深いのはセメントでは大きな

影響を与えていた CI/GDP の影響である。20 年間

で見ると影響を与えているといえるのであるが 5

年スパンで見ると 05-10 年を除いてあまり大きな

影響を与えているとはいえない。各スパンにおい

て影響を与えている要因にはばらつきがあること

がわかった。20 年間ではセメント、鉄鋼共に各要

素似たような相関関係であることがわかった。  

 

5. まとめ 

1995-2015 年においてセメント、鉄鋼の環境負荷

は減少していた。今回消費量、技術といった直接  

的な要因のほかに人口、経済力、建設投資力と

いった社会的、経済的観点を含めた 5 つの観点か

ら分析を行った。期間ごとに影響を与える要因は

変化していたが 1995-2015 年の 20 年間では経済力、

建設投資力、消費量が環境負荷に大きな影響を与

えており、それらに加えると技術は影響が小さい

ことがわかった。これらのことから社会的、経済

的要因といった要因も環境負荷に与える影響は大

きいと考えられる、今後環境負荷を考える上で考

慮していく必要がある。 
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